
 13.　市　民　所　得

対 前 年 度 21 年 度

21　年　度 22　年　度 増加率（％） 構成比（％）

115,992 115,875 △ 0.1 100.0

6,738 7,597 12.7 6.6

6,723 7,582 12.8 6.5

13 12 △ 7.7 0.0

2 3 50.0 0.0

36,704 35,714 △ 2.7 30.8

35 12 △ 65.7 0.0

27,574 26,219 △ 4.9 22.6

9,095 9,483 4.3 8.2

72,041 71,960 △ 0.1 60.7

2,701 2,661 △ 1.5 2.3

12,010 12,190 1.5 10.5

2,775 2,707 △ 2.5 2.3

18,579 18,648 0.4 16.1

7,368 7,106 △ 3.6 6.1

2,192 2,157 △ 1.6 1.9

15,348 15,354 0.0 13.3

9,504 9,492 △ 0.1 8.2

1,564 1,645 5.2 1.4

資料：産業振興課

対 家 計 民 間 非 営 利
サ ー ビ ス 生 産 者

不 動 産 業

金 融 ・ 保 険 業

政 府 サ ー ビ ス 生 産 者

運 輸 業

サ ー ビ ス 業

1３-１　産業別市内総生産

区　　　　　分

総　　　　　　　額

第 １ 次 産 業

実　　額　　（百万円）

情 報 通 信 業

水 産 業

林 業

卸 売 ・ 小 売 業

鉱 業

建 設 業

第 ２ 次 産 業

農 業

製 造 業

第 ３ 次 産 業

電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 料
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１３-２　市民分配所得

対 前 年 度 20 年 度

21　年　度 22　年　度 増加率（％） 構成比（％）

94,139 96,591 2.6 100.0

68,087 69,389 1.9 71.8

5,892 5,329 △ 9.6 5.5

△ 519 △ 755 45.5 △ 0.8

6,334 6,006 △ 5.2 6.2

77 78 1.3 0.08

20,160 21,873 8.5 22.6

6,851 8,401 22.6 8.7

631 504 △ 20.1 0.5

12,678 12,968 2.3 13.4

2,252 2,307 2.4 －

3,731 3,822 2.4 －

対県民所得 対国民所得

　　市民所得（見附市）県民所得 国民所得 （％） （％）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） Ａ／Ｂ Ａ／Ｃ

2,472 2,734 2,922 90.4 84.6

2,469 2,724 2,934 90.6 84.2

2,376 2,614 2,754 90.9 86.3

2,258 2,523 2,660 89.5 84.9

2,307 2,632 2,877 87.7 80.2

人口１人あたりの所得の比較

21

22

19

雇用者１人当たり雇用者報酬（千円）

資料：産業振興課

平 成 18 年 度

年　　　度

１３-３　１人当たり所得

企 業 所 得

公 的 企 業

個 人 企 業

（参考）

１人当 たり 市民 所 得 （ 千 円 ）

雇 用 者 報 酬

民 間 法 人 企 業

家 計

20

実　　　　　績（千円）

総額は増加しています。

実　　額　　(百万円）

財 産 所 得

区　　　　　分

対 家 計 民 間 非 営 利 団 体

一 般 政 府

資料：産業振興課

総　　　　　　　額
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市 民 所 得 の 概 念

（参考）

　　　　　　  利潤なども含む各市経済全体の水準を表しています。

    成されます。

市内総産出額

市 内 総 生 産

市 内 純 生 産

市 民 純 生 産

市民分配所得

　　　統計表中の関連指標は次により算出したものです。

企業
所得

　（２）　市民分配所得
　　　生産要素（労働、土地、資本）を提供した市の居住者に帰属する所得として把握
　　され、雇雇用者所得、財産所得及び企業所得から構成されます。
　（３）　関連指標

　　　（注）　一人当たり市民所得は、各市民の生活水準を表すものではなく、企業の

３　市民所得の生産と分配の概念及び内容
　（１）　市内総生産
　　　一定期間内に市内の各産業部門の生産活動によって新たに生み出された付加価値
　　を産業別に示したもので、第１次から第３次の各産業及び（控除）帰属利子から構

　　ァ　一人当たり市民所得＝市民配分所得÷市の総人口
　　ィ　一人当たり雇用者所得＝雇用者所得÷雇用者数（市民ベース）

　いかんを問わず把握するものです。市内総生産は、市内ベースで推計されています。

○市民ベース
　　市の居住者が地域のいかんを問わず生み出した所得を把握するものです。市民分配
　所得は市民ベースで推計されています。

第１次～第３次産業

: 市民所得で表章した部分

1

○市内ベース
　　市という行政区域内で生み出された所得を、その生産にたずさわった者の居住地の

3

4

5 財産
所得

１　市民所得の定義
　　市民所得とは、一定期間（通常１年間）において市居住者（個人、企業、政府、
　非営利団体）の生産活動により新たに生産された付加価値の貨幣評価額です。
　　この付加価値を生産と分配の二面から把握し、経済の実態を数字でとらえたものが

中間投入額

雇用者所得

外からの純所得

２　市民所得の生産と分配の相互関係

　市民所得統計です。

純間接税

固定資本減耗

　　市民所得の概念については、付加価値の評価方法、経済活動のとらえ方（市内ベー
　ス、市民ベース）などにより多くの類似概念がみられ、それらは相互の綿密な関連を
　持って結び付けられています。そのうち生産と分配の相互関係を図示すると次のとお
　りです。

2
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